
第２３期 第１１回  

佐賀県有明海区漁業調整委員会 

 
 

日 時：令和８年７月２７日（月） 
１４：００～ 

場 所：佐賀県水産会館「中会議室」 
（佐賀市西与賀町厘外821番地の4） 
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２ 議    題 

 
（１－１）カキの試験養殖について（白石支所）（協議）・・・・・・・・・・Ｐ１～13 

（１－２）カキの試験養殖について（芦刈支所）（協議）・・・・・・・・・・Ｐ14～27 

（１－３）カキの試験養殖について（鹿島市支所）（協議）・・・・・・・・・Ｐ28～41 

（１－４）カキの試験養殖について（たら支所）（協議）・・・・・・・・・・Ｐ42～58 

（２）委員会指示の適用除外の内容変更について（水資源機構）（協議）・・・Ｐ59～66 

（３）委員会指示の適用除外について（佐賀県水産課）（協議）・・・・・・・Ｐ67～72 

（４）うみたけ生息状況調査の結果について（報告）・・・・・・・・・・・・Ｐ73 

（５）佐賀県資源管理方針の一部変更について（諮問）・・・・・・・・・・・Ｐ74～98 

（６）令和８年度全国海区漁業調整委員会連合会九州ブロック会議に 

おける佐賀県の要望事項について（協議）・・・・・・・・・・・・・・Ｐ99～103 

（７）その他 

 

３ 閉    会  
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議題 １-１
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スミノエガキ養殖技術開発試験 令和7年度報告書（白石支所）
（別紙）

方法

結果

課題と今後の展望

【期間】
令和7年9月〜令和8年3月

【施設】
令和7年9月に白石町地先のノリ養殖漁場内に支柱式のカキ養殖

施設を設置した。
【種苗】

令和7年6月末〜7月末に六角川及び塩田川河口域のカキ礁内で
クペル採苗によって入手した。 （上）地点図 採苗場所と養殖施設設置場所

（下）写真 支柱式養殖施設

令和6年度試験では、令和7年3月3日時点で平均殻付き重量が52.4gとなり、3月から出荷を開始できた。
一方で、令和7年度試験では、令和8年3月時点でも出荷サイズに達せず、4月から出荷を開始した。夏か
ら秋にかけて餌となるプランクトンが少なかったことが、成長が遅れた原因と考えられた。
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図 殻付き重量（g）の推移
※出荷サイズは50g以上

（g）

R6結果
R7結果

※

また、カゴ替えにあわせて手作業で行っていたサイズ選別につ
いて、「形状選別機」を導入した。これにより、サイズ選別作業
に要する労力と時間が大幅に軽減された。
（導入前120分（10人）→導入後30～60分（3人））

写真 導入した形状選別機

課題① 採苗方法・時期
これまでは６〜７月に天然採苗を実施していたが、採苗後の選別作

業が労力がかかる。また、天然採苗が不調な場合の代替え方法も必要
である。

よって、次年度試験では8〜9月頃にカキ礁から直接稚貝を採取する。

図 珪藻類（cells/mL）の推移（上：R6.10〜12，下：R7.10〜12）

課題② 出荷選別作業時の労力低減
出荷選別時は、１つ１つ手作業で重量測定して出荷サイズ（殻付き重量50g以上）のカキを選別して

いたため、労力と時間を要していた。
よって次年度試験では重量選別機を導入する。

課題③ 冬季の成長促進方法の検討
餌料環境によっては、3月に出荷サイズに達さないことがわかった。
次年度は冬季に成長を促進するため、バスケットカゴから丸カゴに変更する。（揺れにくくすること

で成長を促進する）

目的
ノリ養殖との兼業が可能なスミノエガキの単年養殖技術開発
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水産第 １８２７号 

令和８年７月２２日 

 

 佐賀県有明海区漁業調整委員会 

 会長 西久保 敏 様 

 

                        佐賀県知事 山口 祥義  

    

 

カキの試験養殖について（協議） 

 

 

このことについて、別添のとおり佐賀県有明海漁業協同組合代表理事組合長  

西久保 敏 から申請がありました。 

 ついては、試験養殖処理要綱第４条の規定により、貴委員会の意見を求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（担当：水産課） 
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議題 １-２
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水産第 １８２８号 

令和８年７月２２日 

 

 佐賀県有明海区漁業調整委員会 

 会長 西久保 敏 様 

 

                        佐賀県知事 山口 祥義  

    

 

カキの試験養殖について（協議） 

 

 

このことについて、別添のとおり佐賀県有明海漁業協同組合代表理事組合長  

西久保 敏 から申請がありました。 

 ついては、試験養殖処理要綱第４条の規定により、貴委員会の意見を求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（担当：水産課） 
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議題 １-３
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水産第 １８２９号 

令和８年７月２２日 

 

 佐賀県有明海区漁業調整委員会 

 会長 西久保 敏 様 

 

                        佐賀県知事 山口 祥義  

    

 

カキの試験養殖について（協議） 

 

 

このことについて、別添のとおり佐賀県有明海漁業協同組合代表理事組合長  

西久保 敏 から申請がありました。 

 ついては、試験養殖処理要綱第４条の規定により、貴委員会の意見を求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（担当：水産課） 
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水産第 １８３０号 

令和８年７月２２日 

 

 佐賀県有明海区漁業調整委員会 

 会長 西久保 敏 様 

 

                        佐賀県知事 山口 祥義  

    

 

カキの試験養殖について（協議） 

 

 

このことについて、別添のとおり佐賀県有明海漁業協同組合代表理事組合長  

西久保 敏 から申請がありました。 

 ついては、試験養殖処理要綱第４条の規定により、貴委員会の意見を求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（担当：水産課） 
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筑 下 管 第 ６ ８ 号 

令和８ 年７ 月１ ５ 日 

 

佐賀県有明海区漁業調整委員会指示の適用除外の内容変更承認申請書 

 

 

佐賀県有明海区漁業調整委員会会長  様 

 

 

                  住所 福岡県久留米市安武町安武 1063-2 

                       氏名 独立行政法人水資源機構 

                    筑後川下流総合管理所長 北村 達也 

                                （ 公印省略） 

 

 下記によ り 佐賀県有明海区漁業調整委員会指示第６ ２ 号・ ６ ９ 号・ ７ ２ 号・ ７ ３

号・ ７ ４ 号の適用除外にかかる 承認について、 内容変更の承認を 受けたいので申請

し ま す。  

 

記 

 

１  承認年月日 令和８ 年１ 月２ １ 日（ 有漁調委第４ ５ 号）  

 

２  変更し よ う と する 事項 

  （ １ ） 以下５ 名を「 採補に従事する 者の住所及び氏名」 に追加 

  （ ２ ） 以下５ 隻を「 使用船舶」 に追加 

 

 （ １ ） 採補に従事する 者の住所及び氏名 

住所（ 所属）  氏名 

久留米市安武町武島1750-1 

（ 下筑後川漁業協同組合）  

松永 和幸 

木原 克実 

坂井 政博 

原 達生 

 西 竹美 
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議題 ２



 
 

 

 

（ ２ ） 使用船舶 

 

船名 

仕様 
松和丸 

登録番号 FO6-1296 

総ト ン 数 1. 62 

推進機関の種類及

び馬力 

電気点火（ 船

外機） 30kW 

所有者名 松永 和幸 

 

 

船名 

仕様 
ARI AKE ち く し  レ ス キ ュ ー1 さ く ら Ⅱ 

登録番号 F03-57882 F03-57627 F03-55416 FO3-56464 

総ト ン 数 2. 6 1. 3 4. 8 0. 4 

推進機関の種類及

び馬力 
ジ ーゼル 93kW ジ ーゼル 20 ジ ーゼル 80 

電気点火（ 船

外機） 30ｋ W 

所有者名 木原 克実 

 

 

３  変更し よ う と する 理由 

  調査体制見直し のため 

 

４  添付資料 

  当初承認通知（ 有漁調委第４ ５ 号） の写し  
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                                   筑下管第１３０号 

                                                             令和７年１２月２２日 

佐賀県有明海区漁業調整委員会指示の適用除外申請書 

 

 佐賀県有明海区漁業調整委員会長 殿 

   

                                  住所  福岡県久留米市安武町武島 1063-2  

       氏名 独立行政法人水資源機構  

                                      筑後川下流総合管理所長 北村 達也
                                   （公印省略） 

 

 

下記により適用除外承認を受けたいので申請いたします。 

 

記 

 

１ 目 的 

本件は、有明海域および筑後川下流域（感潮河川）周辺環境を把握する目的で行うもの

であり、現地調査の一環として、底生生物及び魚卵・稚仔魚の調査を行う。 

 

２ 適用除外の承認を必要とする事項 

      佐賀県有明海区漁業調整委員会指示第６２号・６８号・６９号・７０号・７１号 

    なお、本申請に係る委員会指示の指示期間が終了し、同様の趣旨の新たな委員会

指示がなされた際は、これについても本申請をもって承認いただきますようお願い

します。 

 

３ 使用船舶 

      別紙 1 使用船舶のとおり、3 隻を使用する 

 

４ 採捕しようとする水産動植物の名称及び数量                                

  【底生生物調査】  

サルボウ、他水生生物を 20kg 以内。            

   ※タイラギ、ウミタケ、アゲマキは底生生物調査時の採泥試料に含まれた場合のみ採捕。 

  【魚卵・稚仔魚調査】 

サッパ、コノシロ、他水生生物を 20kg 以内。 

   ※魚卵ネットにかかった魚卵・稚仔魚のみを採捕。 

   ※ビゼンクラゲは、魚卵・稚仔魚調査時の試料に含まれた場合のみ採捕する。 

 

５ 適用除外の期間 

   許可日から令和 9 年 2 月 28 日まで 

   【底質調査、底生生物調査：2 回（8 月、2 月）】 
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   【魚卵・稚仔魚調査：12 回（毎月 1 回）】 

 

６ 採捕区域 

      有明海 （別紙 3 の No.4、No.5、No.6、No.7） 

 

７ 使用漁具及び漁法 （別紙 2 参照） 

スミス・マッキンタイヤ型採泥器による底生生物の採取（図－1） 

スコップによる底生生物の採取 （図－1） 

ネットによる魚卵・稚仔魚の採取（図－2） 
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調査方法 

【底生生物調査】 

図－1 に示すスミス・マッキンタイヤ型採泥器による底生生物の採取及び 

スコップによる底生生物の採取 

【魚卵・稚仔魚調査】 

図－2 に示す魚卵ネットを用いて 2 ノット 10 分間の表層曳による採取 
 

  

 

 

 

 

 

          ▲スミス・マッキンタイヤ型採泥器と採取方法 

 

 

 

 

 

 

 

              ▲スコップによる採取 

図－1 採取器具および方法（底質、底生生物） 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

図－2 採取器具および方法（魚卵・稚仔魚） 

別紙 2 
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採捕区域図 

 

別紙 3 

採捕区域 
（No.4～No.7） 

No.5 
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水 産 第 1 7 0 1 号 

令 和 8 年 7 月 8 日 

 

佐賀県有明海区漁業調整委員会 

会 長  西 久 保  敏  様 

 

   佐賀県農林水産部水産課  

                        課長 横尾 一成  

 

佐賀県有明海区漁業調整委員会指示第 62 号および第 72 号の 

適用除外について 

 

下記により佐賀県有明海区漁業調整委員会指示第 62 号および第 72 号の適用除外を受け

たいので申請します。 

 

記 

 

１ 適用除外の理由 

委員会指示第 62 号により操業が禁止されている海域および第 72 号によりタイラギ

の採捕が禁止される海域において、タイラギの採捕を伴うタイラギ漁場生息状況調査

を実施するため。 

 

２ 調査の目的および方法 

 調査の目的は、底質環境の把握およびタイラギの生息状況の調査である。方法は、潜

水士による海底土（柱状採泥器による採泥）および底生生物（タイラギ等）の採集であ

る。 

 

３ 採捕しようとする水産動植物の名称及び数量 

タイラギ（100kg 以内） 
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議題 ３



４ 適用除外の期間 

許可日（委員会指示適用除外承認の日）から令和 9 年 3月 31 日まで 

 

５ 調査計画 

 別添 1「工程表」のとおり 

 

６ 採捕の区域 

  有明海（別添 2「採捕区域」のとおり） 

 

７ 採捕に従事する者の氏名及び船舶 

別添 3「採捕に従事する者の氏名及び船舶」のとおり 

 

８ その他 

佐賀県漁業調整規則に基づき、別途、特別採捕許可申請を行う 
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○　採捕区域 （別添２）
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佐 有 漁 協 指 第 1 3 0 号 
令 和 8 年 7 月 7 日 

 
佐賀県農林水産部水産課  
課長 横尾 一成 様 
 
 

佐賀県有明海漁業協同組合 
代表理事組合長 西久保 敏  

 
 

タイラギ漁場生息環境調査に係る佐賀県有明海区漁業調整委員会指示 
適用除外申請への同意について 

 
 

令和 8 年 7 月 7 日付け水産第 1589 号で依頼のあったタイラギ漁場生息環境調査に係る

佐賀県有明海区漁業調整委員会指示の適用除外申請について同意します。 
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議題 ４



水 産 第 1 2 3 3 号 

令和８年(2026 年)６月 22 日 

  

佐賀県有明海区漁業調整委員会 

 会長 西久保 敏 様 

 

 

佐賀県知事 山口 祥義   

 

 

佐賀県資源管理方針について（諮問） 

 

 

 佐賀県資源管理方針について、別添案のとおり変更したいので、漁業法第 14

条第 10 項の規定により、貴委員会の意見を求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(担当：農林水産部 水産課 玄海創生・栽培資源担当 山口・寺田) 
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○佐賀県資源管理方針 

漁業法（昭和 24 年法律第 267 号）第 14 条第９項の規定に基づき、佐賀県において資源

管理を行うための方針を次のように変更したので、同条第 10 項で準用する同条第６項の規

定に基づき公表する。 

 令和●年●月●日 

佐賀県知事 山口 祥義  

第１ 資源管理に関する基本的な事項 

１ 漁業の状況 

本県の水産業は、生産量 44.7 千トン（令和 5 年）、生産額は 309.5 億円（令和 5

年）である。また、漁業就業者数は、2,965 人（令和 5 年）であり、多くの沿岸地域

においては、水産業は中核的な産業となっている。このように水産業は、本県の均衡

ある発展を図るためにも極めて重要な産業であり、今後とも水産業の発展を図ってい

くためには、水産資源を適切に管理し、合理的に利用していくことが必要である。 

２ 本県の責務 

本県は、漁業法（以下「法」という。）第６条の規定に基づき、国とともに、資源

管理を適切に実施する責務を有する。このため、国と協力しつつ、本県の管轄する水

面の資源調査、資源評価及び資源管理を行うとともに、法第 10 条第１項の規定に基づ

き、必要と認めるときは、農林水産大臣に対し、資源評価が行われていない水産資源

について資源評価の要請を行うものとする。 

 

第２ 特定水産資源ごとの知事管理区分 

知事管理区分は、特定水産資源ごとに漁獲量の管理を行うため、都道府県知事が設

定する管理区分であり、管理区分ごとに少なくとも以下の事項を定めるものとする。 

⑴ 水域 

⑵ 対象とする漁業 

⑶ 漁獲可能期間 

 

第３ 特定水産資源ごとの漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

１ 漁獲可能量 

  漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準は、漁獲実績を基礎とし、当該特定水産

資源を漁獲対象とする漁業の実態その他の事情を勘案して、特定水産資源ごとに定め

ることとする。 

２ 留保枠の設定 

年によって異なる漁場形成の変動や想定外の来遊等に対応するため、特定水産資源

ごとに漁獲可能量に留保枠を設けることができることとする。 

３ 数量の融通 

  年によって異なる漁場形成の変動や想定外の来遊等により生じる、それぞれの知事

管理区分に配分した数量の過不足が、漁業者及び関連業者に与える影響を緩和するた

め、上記１及び２の規定に基づく配分後の関係団体による要望及び知事管理区分ごと

の知事管理漁獲可能量の消化状況を踏まえて、知事管理区分間における数量の融通を

可能な範囲で行い、それぞれの知事管理区分に配分することで、当該影響の緩和に努

めるものとする。 

 

第４ 知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法 

知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法は、漁獲割当てによる管理を漁獲量の管理

の基本とする。それ以外の知事管理区分については、漁獲量の総量の管理を行うが、

科学的知見の蓄積、漁獲量等の報告体制の整備等が整ったものから、順次、漁獲割当
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てによる管理に移行するものとする。 

 

第５ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

１ 特定水産資源 

  特定水産資源については、資源管理基本方針（令和２年農林水産省告示第 1982 号）

に即して、当該特定水産資源ごとの資源管理の目標の達成に効果があると認める場合

には、小型魚の漁獲を避けるための網目等の漁具の制限等、漁獲可能量による管理以

外の管理手法を活用し、漁獲可能量による管理と組み合わせて資源管理を行うものと

する。 

  また、当該特定水産資源の採捕をする者による法第 124 条第１項の協定の締結を促

進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該

協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良並びにこれらの結果の都道府県

知事への報告が行われるよう指導を行うものとする。 

２ 特定水産資源以外の水産資源 

  特定水産資源以外の水産資源については、資源管理基本方針に即して、当該水産資

源ごとの資源管理の目標の達成に向け、最新の資源評価及び漁獲シナリオにより導か

れる漁獲圧力の管理を適切に行うために、必要と考えられる資源管理の手法による管

理を組み合わせて、資源管理を行うものとする。 

  法第 11 条第２項第２号の資源管理の目標を定めるに当たって必要な資源評価が行

われていない場合には、当該資源評価が行われるまでの間は、利用可能な最新の科学

的知見を用いて資源管理の方向性を設定することとする。 

  また、当該特定水産資源以外の水産資源の採捕をする者による法第 124 条第１項の

協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者

自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良並びにこれらの

結果の都道府県知事への報告が行われるよう指導を行うものとする。 

３ 漁業者自身による自主的な取組 

  都道府県知事は、漁業者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した

協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況

の定期的な検証及び取組内容の改良並びにこれらの結果の都道府県知事への報告が

行われるよう指導を行うものとする。 

 

第６ その他資源管理に関する重要事項 

１ 漁獲量等の情報の収集 

⑴ 漁獲量や漁獲状況に関する情報は、資源状況や環境変動が資源に与える影響等を

把握するために有益であり、資源評価の精度を上げるために重要である。また、資

源管理措置の遵守状況のモニタリング等、適切な資源管理を行うためにも重要であ

る。 

⑵ 漁獲量等の情報は、法第 26 条第１項若しくは第２項又は第 30 条第１項若しくは

第２項の規定による漁獲可能量による管理として行うもののほか、知事許可漁業の

許可を受けた者による資源管理の状況等の報告（法第 58 条において準用する法第 5

2 条第１項）、漁業権者による資源管理の状況等の報告（法第 90 条第１項）におい

ても報告が義務付けられている。これらの報告により収集した情報を農林水産大臣

へ適切なタイミングで報告し、農林水産大臣及び知事が相互に漁獲量等の情報を共

有することにより適切な資源管理に向けてこれらの情報を活用していくこととする。 

⑶ また、これらの報告による漁獲量等の情報の収集の重要性を踏まえて、より迅速

かつ効率的に情報を収集することができるよう、国と連携しつつ、漁業者や漁業協

同組合、市場等から漁獲量等の情報を電子的に収集・蓄積するシステムの構築を進
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めるとともに、データを一元的に集約し、用途に応じて編集・処理することで適切

な資源管理に向けてこれらの情報の活用が図られるようにすることとする。 

２ 資源管理の進め方 

  新たな資源管理の推進に当たっては、漁業者その他の関係者の理解と協力を得たうえ

で、着実に実行していくものとする。 

３ 種苗放流等の取組 

種苗生産・放流・育成管理（以下「種苗放流等」という。）の取組は、資源管理の一

環として実施することから、対象となる水産資源の資源評価を踏まえ、その効果を検

証することとする。 

新たに種苗放流等を実施する水産資源については、資源水準の回復にその取組の有効

性が認められる場合に、適切な資源管理措置と併せて種苗放流等を実施することとし、

当該水産資源の資源評価を踏まえ、その効果を検証することとする。 

これまで種苗放流等を実施してきた水産資源については、種苗放流等の効果の検証の

結果、その取組の有効性が認められるものであって、その造成の目的を達成していな

いものは、適切な資源管理措置と併せて種苗放流等を実施することとする。 

また、当該検証の結果、当該水産資源の造成の目的を達成したものは、当該水産資源

を維持するために必要な資源管理措置のみを実施することに移行することとし、種苗

放流等を実施しないこととする。 

なお、当該検証の結果、その効果の認められないものは、種苗放流等を実施しないこ

ととする。 

 ４ 遊漁者に対する指導 

   遊漁者に対し、資源管理基本方針及び都道府県資源管理方針に基づく資源管理の実施

について協力するように指導するものとする。 

 

第７ 佐賀県資源管理方針の検討 

  法第 14 条第８項に定める場合のほか、直近の資源評価、最新の科学的知見、漁業

の動向その他の事情を勘案して、おおむね５年ごとに、この資源管理方針についての

検討を行うとともに、この資源管理方針に記載されている個別の水産資源についても

少なくとも５年ごとに見直しを行うものとする。 

 
第８ 個別の水産資源についての具体的な資源管理方針  

  特定水産資源についての具体的な資源管理方針は「別紙１－１ まあじ」から「別

紙１－11 ぶり」までに、法第  11 条第２項第２号の資源管理の目標を定めるに当た

って必要な資源評価が行われていない水産資源の資源管理の方向性は「別紙３－１ 

さわら日本海・東シナ海系群」から「別紙３－17 ばいがい佐賀県玄海海域」までに、

それぞれ定めるものとする。  
 
 
附則 
この方針は、令和２年 12 月１日より施行する。  
 
附則 
この方針は、令和３年１月１日より施行する。  
 
附則 
この方針は、令和３年４月１日より施行する。  
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附則 
この方針は、令和３年７月１日より施行する。  
 
附則 
この方針は、令和４年４月１日より施行する。  
 
附則 
この方針は、令和４年７月１日より施行する。  
 
附則 
この方針は、令和５年１月１日より施行する。  
 
附則 
この方針は、令和６年２月７日より施行する。  
 
附則 
この方針は、令和６年１２月１７日より施行する。  
 
附則 
この方針は、令和７年６月２４日より施行する。  
 
附則 
この方針は、令和８年３月２４日より施行する。  
 
附則 
この方針は、令和８年●月●日より施行する。  
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別紙１－１  
 
第１ 特定水産資源  

まあじ 
 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

佐賀県まあじ漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

当該知事管理区分を構成する事項は、次のとおりとする。 

①  水域 

②の対象とする漁業が、まあじを採捕する水域 

② 対象とする漁業 

中型まき網漁業（漁業の許可及び取締りに関する省令（昭和 38 年農林水産

省令第５号第 70 条第１号に規定する漁業）、小型まき網漁業（佐賀県漁業調

整規則（令和２年佐賀県規則第 63 号（以下「規則」という。））第４条第１

項第８号に規定する漁業）、しき網漁業（規則第 4 条第 1 項第 13 号に規定す

る漁業）、定置漁業（法第 60 条第３項第１号に規定する漁業）、小型定置網

漁業（法第 60 条第５項第２号に規定する網漁具を移動しないように敷設して

営む漁業の一種及び規則第４条第１項第 18 号に規定する漁業）及びその他佐

賀県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者によるまあじ

を採捕する漁業 

③ 漁獲可能期間 

周年 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に漁獲量を増加させな

い管理とし、漁獲量等の報告に係る期限は、次のとおりとする。 

陸揚げした日からその属する月の翌月 10 日まで 

 

第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を佐賀県まあじ漁業に配分する。 

 

第４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

中型まき網漁業、小型まき網漁業、しき網漁業、定置漁業、小型定置網漁業及びそ

の他佐賀県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者によるまあじを

採捕する漁業においては、漁獲可能量による管理以外の手法として、漁獲努力量によ

る管理を併せて行うこととする。この場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限

は、次の表の左欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げるとおりと

する。 

漁 業 の 種 類 漁獲努力量（単位：許可統数、設置統数） 

中型まき網漁業  ２統  

小型まき網漁業  ４統  

しき網漁業   50 統  

定置漁業                 ２統  

小型定置網漁業                 60 統  
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別紙１－２ 

 

第１ 特定水産資源 

まいわし対馬暖流系群 

 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

佐賀県まいわし漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

当該知事管理区分を構成する事項は、次のとおりとする。 

①  水域 

②の対象とする漁業が、まいわしを採捕する水域 

② 対象とする漁業 

中型まき網漁業、小型まき網漁業、しき網漁業、定置漁業、小型定置網漁業及

びその他佐賀県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者による

まいわしを採捕する漁業 

③ 漁獲可能期間 

周年 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に漁獲量を増加させな

い管理とし、漁獲量等の報告に係る期限は、次のとおりとする。 

陸揚げした日からその属する月の翌月 10 日まで 

 

第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を佐賀県まいわし漁業に配分する。 

 

第４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

中型まき網漁業、小型まき網漁業、しき網漁業、定置漁業、小型定置網漁業及びそ

の他佐賀県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者によるまいわし

を採捕する漁業においては、漁獲可能量による管理以外の手法として、漁獲努力量に

よる管理を併せて行うこととする。この場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上

限は、次の表の左欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げるとおり

とする。 

漁 業 の 種 類 漁獲努力量（単位：許可統数、設置統数） 

中型まき網漁業  ２統  

小型まき網漁業  ４統  

しき網漁業   50 統  

定置漁業                 ２統  

小型定置網漁業                 60 統  
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別紙１－３ 

 

第１ 特定水産資源 

さんま 

 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

佐賀県さんま漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

当該知事管理区分を構成する事項は、次のとおりとする。 

①  水域 

②の対象とする漁業が、さんまを採捕する水域 

② 対象とする漁業 

中型まき網漁業、小型まき網漁業、しき網漁業、定置漁業、小型定置網漁業及

びその他佐賀県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者による

さんまを採捕する漁業 

③ 漁獲可能期間 

周年 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に漁獲量を増加させな

い管理とし、漁獲量等の報告に係る期限は、次のとおりとする。 

陸揚げした日からその属する月の翌月 10 日まで 

 

第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を佐賀県さんま漁業に配分する。 

 

第４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

中型まき網漁業、小型まき網漁業、しき網漁業、定置漁業、小型定置網漁業及びそ

の他佐賀県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者によるさんまを

採捕する漁業においては、漁獲可能量による管理以外の手法として、漁獲努力量によ

る管理を併せて行うこととする。この場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限

は、次の表の左欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げるとおりと

する。 

漁 業 の 種 類 漁獲努力量（単位：許可統数、設置統数） 

中型まき網漁業  ２統  

小型まき網漁業  ４統  

しき網漁業   50 統  

定置漁業                 ２統  

小型定置網漁業                 60 統  
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別紙１－４ 

 

第１ 特定水産資源 

するめいか 

 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

佐賀県するめいか漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

当該知事管理区分を構成する事項は、次のとおりとする。 

②  水域 

②の対象とする漁業が、するめいかを採捕する水域 

② 対象とする漁業 

定置漁業、小型定置網漁業及びその他佐賀県に住所又は主たる事務所その他の

事業所の所在地がある者によるするめいかを採捕する漁業 

③ 漁獲可能期間 

周年 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に漁獲量を増加させな

い管理とし、漁獲量等の報告に係る期限は、次のとおりとする。 

陸揚げした日からその属する月の翌月 10 日まで 

 

第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を佐賀県するめいか漁業に配分する。 

 

第４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

定置漁業、小型定置網漁業及びその他佐賀県に住所又は主たる事務所その他の事業

所の所在地がある者によるするめいかを採捕する漁業においては、漁獲可能量による

管理以外の手法として、漁獲努力量による管理を併せて行うこととする。この場合に

おける当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、次の表の左欄に掲げる漁業の種類ごとに、

それぞれ同表の右欄に掲げるとおりとする。 

漁 業 の 種 類 漁獲努力量（単位：許可統数、設置統数） 

定置漁業                 ２統  

小型定置網漁業                 60 統  
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別紙１－５ 

 

第１ 特定水産資源 

   くろまぐろ（小型魚） 

 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

１ 佐賀県くろまぐろ（小型魚）定置漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

当該知事管理区分を構成する事項は、次のとおりとする。 

① 水域 

中西部太平洋条約海域（省令第１条第１項第１号に掲げる海域をいう。以下同

じ。） 

② 対象とする漁業 

佐賀県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者がくろまぐろ

（小型魚）を採捕する定置漁業（法第 60 条第３項に規定する定置漁業及び法第 

60条第５項第２号に掲げる第２種共同漁業漁業（定置網を使用するものに限る。）） 

③ 漁獲可能期間 

周年 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量管理とし、漁獲量等の報

告に係る期限は、次のとおりとする。 

① 当該管理年度中（②に規定する場合を除く。） 

陸揚げした日から、その日の属する月の翌月 10 日まで 

②  知事が法第 31 条の規定に基づく公表をした日から当該管理年度の末日まで

（漁獲可能量等の追加配分等により知事管理区分の漁獲量の総量が当該知事管

理漁獲可能量を超えるおそれがなくなったと認めるときは、この限りではない。） 

陸揚げした日から３日以内（行政機関の休日に関する法律（昭和 63 年法律第 9
1 号）第１条第１項に規定する行政機関の休日は算入しない。） 

２ 佐賀県くろまぐろ（小型魚）漁船漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

当該知事管理区分を構成する事項は、次のとおりとする。 

① 水域 

中西部太平洋条約海域 

② 対象とする漁業 

佐賀県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者が行う沿岸く

ろまぐろ漁業（佐賀県くろまぐろ（小型魚）定置漁業を除く。） 

③ 漁獲可能期間 

周年 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量管理とし、漁獲量等の報

告に係る期限は、次のとおりとする。 

① 当該管理年度中（②に規定する場合を除く。） 

陸揚げした日から、その日の属する月の翌月 10 日まで 

② 知事が法第 31 条の規定に基づく公表をした日から当該管理年度の末日まで（漁

獲可能量等の追加配分等により知事管理区分の漁獲量の総量が当該知事管理漁

獲可能量を超えるおそれがなくなったと認めるときは、この限りではない。） 

陸揚げした日から３日以内（行政機関の休日に関する法律（昭和 63 年法律第 9
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1 号）第１条第１項に規定する行政機関の休日は算入しない。） 

 

第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を平成 22 年（2010 年）1 月 1 日から平成 24 年（2012 年）12 月末日までの漁獲

実績に応じてそれぞれの知事管理区分で按分する。また、管理年度の途中において、国

の留保からの漁獲可能量の追加配分又は大臣管理区分若しくは他の都道府県との間の

漁獲可能量の融通等が実施されることに伴って本県の漁獲可能量が増加した場合、当

該特定水産資源の回遊状況、協定の実施状況等を踏まえ、松浦海区漁業調整委員会の

意見を聴いて必要とする知事管理区分に配分するものとする。 

 

第４ その他資源管理に関する重要事項 

知事管理区分の漁獲量の総量等の公表に関して、法第 31 条に定める漁獲量の総量が

知事管理漁獲可能量を超えるおそれがあると認めるときに該当するか否かについては、

当該知事管理区分の漁獲量の総量が、当該知事管理漁獲可能量の７割を超えるときを

基準として、漁獲量の推移に応じて判断する。 
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別紙１－６ 

 

第１ 特定水産資源 

   くろまぐろ（大型魚） 

 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

１ 佐賀県くろまぐろ（大型魚）定置漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

当該知事管理区分を構成する事項は、次のとおりとする。 

① 水域 

中西部太平洋条約海域 

② 対象とする漁業 

佐賀県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者がくろまぐろ

（大型魚）を採捕する定置漁業（法第 60 条第３項に規定する定置漁業及び法第 

60条第５項第２号に掲げる第２種共同漁業漁業（定置網を使用するものに限る。）） 

③ 漁獲可能期間 

周年 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量管理とし、漁獲量等の報

告に係る期限は、次のとおりとする。 

陸揚げした日から３日以内（行政機関の休日に関する法律（昭和 63 年法律第 9
1 号）第１条第１項に規定する行政機関の休日は算入しない。） 

２ 佐賀県くろまぐろ（大型魚）漁船漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

当該知事管理区分を構成する事項は、次のとおりとする。 

① 水域 

中西部太平洋条約海域 

③  対象とする漁業 

佐賀県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者が行うくろま

ぐろ（大型魚）を採捕する漁業（佐賀県くろまぐろ（大型魚）定置漁業及び大臣

許可漁業を除く。） 

③ 漁獲可能期間 

周年 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量管理とし、漁獲量等の報

告に係る期限は、次のとおりとする。 

陸揚げした日から３日以内（行政機関の休日に関する法律（昭和 63 年法律第 9
1 号）第１条第１項に規定する行政機関の休日は算入しない。） 

 

第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

定置漁業および漁船漁業にそれぞれ概ね半量ずつを配分する。また、管理年度の途中

において、国の留保からの漁獲可能量の追加配分又は大臣管理区分若しくは他の都道

府県との間の漁獲可能量の融通等が実施されることに伴って本県の漁獲可能量が増加

した場合、当該特定水産資源の回遊状況、協定の実施状況等を踏まえ、松浦海区漁業調

整委員会の意見を聴いて必要とする知事管理区分に配分するものとする。 
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第４ その他資源管理に関する重要事項 

   知事管理区分の漁獲量の総量等の公表に関して、法第 31 条に定める漁獲量の総量が

知事管理漁獲可能量を超えるおそれがあると認めるときに該当するか否かについて

は、当該知事管理区分の漁獲量の総量が、当該知事管理漁獲可能量の７割を超えると

きを基準として、漁獲量の推移に応じて判断する。  
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別紙１－７ 

 

第１ 特定水産資源 

まさば及びごまさば対馬暖流系群 

 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

佐賀県まさば及びごまさば漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

当該知事管理区分を構成する事項は、次のとおりとする。 

① 水域 

②の対象とする漁業が、まさば及びごまさばを採捕する水域 

② 対象とする漁業 

中型まき網漁業、小型まき網漁業、しき網漁業、定置漁業、小型定置網漁業及

びその他佐賀県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者による

まさば及びごまさばを採捕する漁業 

③ 漁獲可能期間 

周年 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に漁獲量を増加させな

い管理とし、漁獲量等の報告に係る期限は、次のとおりとする。 

陸揚げした日からその属する月の翌月 10 日まで 

 

第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を佐賀県まさば及びごまさば漁業に配分する。 

 

第４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

中型まき網漁業、小型まき網漁業、しき網漁業、定置漁業、小型定置網漁業及びそ

の他佐賀県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者によるまさば及

びごまさばを採捕する漁業においては、漁獲可能量による管理以外の手法として、漁

獲努力量による管理を併せて行うこととする。この場合における当該漁業に係る漁獲

努力量の上限は、次の表の左欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲

げるとおりとする。 

漁 業 の 種 類 漁獲努力量（単位：許可統数、設置統数） 

中型まき網漁業  ２統  

小型まき網漁業  ４統  

しき網漁業   50 統  

定置漁業                 ２統  

小型定置網漁業                 60 統  
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別紙１－８ 

 

第１ 特定水産資源 

かたくちいわし対馬暖流系群（体色が銀色のものをいう。以下この別紙の第２から

第３において同じ。） 

 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

佐賀県かたくちいわし漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

当該知事管理区分を構成する事項は、次のとおりとする。 

① 水域 

②の対象とする漁業が、かたくちいわしを採捕する水域 

② 対象とする漁業 

中型まき網漁業、小型まき網漁業、しき網漁業、定置漁業、小型定置網漁業、

いわし船曳網漁業及びその他佐賀県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所

在地がある者によるかたくちいわしを採捕する漁業 

③ 漁獲可能期間 

周年 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管理とし、漁獲量等

の報告に係る期限は、次のとおりとする。 

陸揚げした日からその属する月の翌月 10 日まで 

 

第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を佐賀県かたくちいわし漁業に配分する。 

 

第４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

かたくちいわし対馬暖流系群のうち、しらす（かたくちいわし対馬暖流系群のうち、

体色が銀色のもの以外のものをいう。以下この別紙において同じ。）を漁獲対象とす

る漁業について、しらすを漁獲する漁獲努力量を現状より増加させないよう努める。 

 

第５ その他資源管理に関する重要事項 

資源管理基本方針（令和２年農林水産省告示第 1982 号）の本則の第１の２（５）

に定めるステップアップ管理を行う。 
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別紙１－９ 

 

第１ 特定水産資源 

うるめいわし対馬暖流系群 

 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

佐賀県うるめいわし漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

当該知事管理区分を構成する事項は、次のとおりとする。 

① 水域 

②の対象とする漁業が、うるめいわしを採捕する水域 

② 対象とする漁業 

中型まき網漁業、小型まき網漁業、しき網漁業、定置漁業、小型定置網漁業及

びその他佐賀県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者による

うるめいわしを採捕する漁業 

③ 漁獲可能期間 

周年 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管理とし、漁獲量等

の報告に係る期限は、次のとおりとする。 

陸揚げした日からその属する月の翌月 10 日まで 

 

第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を佐賀県うるめいわし漁業に配分する。 

 

第４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

特になし 

 

第５ 資源管理基本方針（令和２年農林水産省告示第 1982 号）の本則の第１の２（５）

に定めるステップアップ管理を行う。 
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別紙１－10 

 

第１ 特定水産資源 

まだい日本海西部・東シナ海系群 

 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

佐賀県まだい漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

当該知事管理区分を構成する事項は、次のとおりとする。 

①  水域 

②の対象とする漁業が、まだいを採捕する水域 

②  対象とする漁業 

中型まき網漁業、小型まき網漁業、しき網漁業、定置漁業、小型定置網漁業及

びその他佐賀県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者による

まだいを採捕する漁業 

③ 漁獲可能期間 

周年 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管理とし、漁獲量等

の報告に係る期限は、次のとおりとする。 

陸揚げした日からその属する月の翌月 10 日まで 

 

第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を佐賀県まだい漁業に配分する。 

 

第４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

佐賀県漁業調整規則等の公的規制を遵守させる。また、当該水産資源の採捕をする

者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するととも

に、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び

取組内容の改良を促進する。 

 

第５ 資源管理基本方針（令和２年農林水産省告示第 1982 号）の本則の第１の２（５）

に定めるステップアップ管理を行う。 

 

  

90



 13

別紙１―11 
 

第１ 特定水産資源 

ぶり 

 

第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

佐賀県ぶり漁業 

⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

当該知事管理区分を構成する事項は、次のとおりとする。 

①  水域 

②の対象とする漁業が、ぶりを採捕する水域 

②  対象とする漁業 

中型まき網漁業、小型まき網漁業、しき網漁業、定置漁業、小型定置網漁業及

びその他佐賀県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者による

ぶりを採捕する漁業 

③ 漁獲可能期間 

周年 

⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管理とし、漁獲量等

の報告に係る期限は、次のとおりとする。 

陸揚げした日からその属する月の翌月 10 日まで 

 

第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を佐賀県ぶり漁業に配分する。 

 

第４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

佐賀県漁業調整規則等の公的規制を遵守させる。また、当該水産資源の採捕をする

者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するととも

に、当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び

取組内容の改良を促進する。 

 

第５ その他資源管理に関する重要事項 

１ 資源管理基本方針（令和２年農林水産省告示第 1982 号）の本則の第１の２（５）

に定めるステップアップ管理を行う。 

２ 養殖用種苗（もじゃこ）について、ぶり養殖関係県の合意に基づく採捕計画の範

囲内で管理を行う。   
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別紙３―１  
第１ 水産資源  

さわら日本海・東シナ海系群 
第２ 資源管理の方向性 

国が行う資源評価における資源量指標値を、提案された目標管理基準値案に回復さ

せる。なお、資源管理基本方針に資源管理の目標が定められた場合には、当該資源管

理の目標を資源管理の方向性とする。  
第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項  

佐賀県漁業調整規則等の公的規制を遵守させる。また、当該水産資源の採捕をする

者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内

容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源

評価の精度の向上に努めることとする。  
第４ その他資源管理に関する重要事項  

特になし。  
 
別紙３―２  
第１ 水産資源  

ひらめ日本海中西部・東シナ海系群  
第２ 資源管理の方向性 

国が行う資源評価における親魚量を、提案された目標管理基準値案に回復させる。

なお、資源管理基本方針に資源管理の目標が定められた場合には、当該資源管理の目

標を資源管理の方向性とする。 
第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項  

佐賀県漁業調整規則等の公的規制を遵守させる。また、当該水産資源の採捕をする

者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内

容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源

評価の精度の向上に努めることとする。  
第４ その他資源管理に関する重要事項  

特になし。  
 
別紙３―３  
第１ 水産資源  

とらふぐ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群  
第２ 資源管理の方向性 

国が行う資源評価における親魚量を、提案された目標管理基準値案に回復させる。

なお、資源管理基本方針に資源管理の目標が定められた場合には、当該資源管理の目

標を資源管理の方向性とする。 
第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項  

佐賀県漁業調整規則等の公的規制を遵守させる。また、当該水産資源の採捕をする

者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内

容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源

評価の精度の向上に努めることとする。  
第４ その他資源管理に関する重要事項  

特になし。  
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別紙３―４  
第１ 水産資源  

けんさきいか日本海・東シナ海系群  
第２ 資源管理の方向性 

国が行う資源評価において判断される資源水準を、中位以上に回復させる。なお  
国により最大持続生産量を実現する親魚量等が公表された場合には当該資源評価結果

に基づく指標を、資源管理基本方針に資源管理の目標が定められた場合には、当該資

源管理の目標を資源管理の方向性とする。  
第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項  

佐賀県漁業調整規則等の公的規制を遵守するとともに、当該水産資源の採捕をする

者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内

容の改良を促進する。また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価の精度の向上に努めることとする。  
第４ その他資源管理に関する重要事項  

特になし。  
 
別紙３―５  
第１ 水産資源  

きんめだい（太平洋系群のうち九州西部海域）  
第２ 資源管理の方向性 

資源水準を現状レベルに維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、

当面の間、年間総漁獲量を直近 5 年間（2017～2021 年）の平均値（34 トン）程度で維

持することとし、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき、本方向性を見直すこと

とする。 
第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項  

佐賀県漁業調整規則等の公的規制を遵守させる。また、当該水産資源の採捕をする

者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内

容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源

評価の精度の向上に努めることとする。  
第４ その他資源管理に関する重要事項  

特になし。  
 
別紙３―６  
第１ 水産資源  

いさき九州北・西海域  
第２ 資源管理の方向性 

資源水準を現状レベルに維持するため、当面の間、ごち網漁業における CPUE を直

近 5 年間（2017～2021 年）の平均値（80kg/隻・回）程度で維持することとし、定期

的な検証の際に科学的な知見に基づき、本方向性を見直すこととする。  
第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項  

佐賀県漁業調整規則等の公的規制を遵守するとともに、当該水産資源の採捕をする

者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内

容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源

評価の精度向上に努めることとする。  
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第４ その他資源管理に関する重要事項  
特になし。  

 
別紙３―７  
第１ 水産資源  

くるまえび玄界灘佐賀海域 
第２ 資源管理の方向性 

資源水準を現状レベルに維持するため、当面の間、小型機船底引き網（えびこぎ網

漁業）における CPUE を直近 5 年間（2017～2021 年）の平均値（2kg/隻・回）程度で

維持することとし、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき、本方向性を見直すこ

ととする。  
第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項  

佐賀県漁業調整規則等の公的規制を遵守するとともに、当該水産資源の採捕をする

者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内

容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源

評価の精度向上に努めることとする。  
第４ その他資源管理に関する重要事項  
   特になし。  
 
別紙３―８  
第１ 水産資源  

くえ九州北西・山口海域 
第２ 資源管理の方向性 

資源水準を現状レベルに維持するため、当面の間、全漁業種類から算出した CPUE
を直近 5 年間（2017～2021 年）の平均値（13kg/隻・回）程度で維持することとし、

定期的な検証の際に科学的な知見に基づき、本方向性を見直すこととする。  
第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項  

佐賀県漁業調整規則等の公的規制を遵守するとともに、当該水産資源の採捕をする

者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内

容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源

評価の精度向上に努めることとする。  
第４ その他資源管理に関する重要事項  
   特になし。  
 
別紙３―９  
第１ 水産資源  

がざみ有明海海域  
第２ 資源管理の方向性 

資源水準を現状レベルに維持するため、当面の間、固定式刺し網漁業における CPU
E を直近 5 年間（2018～2022 年）の平均値程度（16.4kg/隻・回）で維持することと

し、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき、本方向性を見直すこととする。  
第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項  

佐賀県漁業調整規則等の公的規制を遵守するとともに、当該水産資源の採捕をする

者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内
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容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源

評価の精度向上に努めることとする。  
第４ その他資源管理に関する重要事項  

特になし。  
 
別紙３―10 
第１ 水産資源  

あかむつ九州北西海域  
第２ 資源管理の方向性 

資源水準を現状レベルに維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、

当面の間、年間総漁獲量を直近 5 年間（2017～2021 年）の平均値（22 トン）程度で

維持することとし、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき、本方向性を見直すこ

ととする。  
第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項  

佐賀県漁業調整規則等の公的規制を遵守するとともに、当該水産資源の採捕をする

者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内

容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源

評価が行えるように努めることとする。  
第４ その他資源管理に関する重要事項  
   特になし。  
 
別紙３―11 
第１ 水産資源  

このしろ有明海海域  
第２ 資源管理の方向性 

資源水準を現状レベルに維持するため、当面の間、投網漁業における CPUE を直近

5 年間（2018～2022 年）の平均値（200kg/隻・回）程度で維持することとし、定期的

な検証の際に科学的な知見に基づき、本方向性を見直すこととする。  
第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項  

佐賀県漁業調整規則等の公的規制を遵守するとともに、当該水産資源の採捕をする

者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内

容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源

評価が行えるように努めることとする。  
第４ その他資源管理に関する重要事項  

特になし。  
 
別紙３―12 

第１ 水産資源  
しばえび有明海海域  

第２ 資源管理の方向性 
資源水準を現状レベルに維持するため、当面の間、投網漁業における CPUE を直近

5 年間（2018～2022 年）の平均値（250kg/隻・回）程度で維持することとし、定期的

な検証の際に科学的な知見に基づき、本方向性を見直すこととする。  
第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項  

佐賀県漁業調整規則等の公的規制を遵守するとともに、当該水産資源の採捕をする
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者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内

容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源

評価が行えるように努めることとする。  
第４ その他資源管理に関する重要事項  

特になし。  
 
別紙３―13 

第１ 水産資源  
さるぼう佐賀県有明海海域 

第２ 資源管理の方向性 
資源水準を現状レベルに維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、

当面の間、年間総漁獲量を直近 5 年間（2017～2021 年）の平均値（738 トン）程度で

維持することとし、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき、本方向性を見直すこ

ととする。  
第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項  

佐賀県漁業調整規則等の公的規制を遵守するとともに、当該水産資源の採捕をする

者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内

容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源

評価が行えるように努めることとする。  
第４ その他資源管理に関する重要事項  
 
別紙３―14 
第１ 水産資源  

うに類佐賀県玄海海域  
第２ 資源管理の方向性 

資源水準を現状レベルに維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、

当面の間、年間総漁獲量を直近 5 年間（2017～2021 年）の平均値（58 トン）程度で

維持することとし、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき、本方向性を見直すこ

ととする。  
第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項  

佐賀県漁業調整規則等の公的規制を遵守するとともに、当該水産資源の採捕をする

者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内

容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源

評価が行えるように努めることとする。  
第４ その他資源管理に関する重要事項  

特になし。  
 
別紙３―15 
第１ 水産資源  

さざえ佐賀県玄海海域  
第２ 資源管理の方向性 

資源水準を現状レベルに維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、

当面の間、年間総漁獲量を直近 5 年間（2017～2021 年）の平均値（70 トン）程度で

維持することとし、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき、本方向性を見直すこ
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ととする。  
第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項  

佐賀県漁業調整規則等の公的規制を遵守するとともに、当該水産資源の採捕をする

者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内

容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源

評価が行えるように努めることとする。  
第４ その他資源管理に関する重要事項  

特になし。  
 
別紙３―16 
第１ 水産資源  

あわび類佐賀県玄海海域 
第２ 資源管理の方向性 

資源水準を現状レベルに維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、

当面の間、年間総漁獲量を直近 5 年間（2017～2021 年）の平均値（11 トン）程度で

維持することとし、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき、本方向性を見直すこ

ととする。  
第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項  

佐賀県漁業調整規則等の公的規制を遵守するとともに、当該水産資源の採捕をする

者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内

容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源

評価が行えるように努めることとする。  
第４ その他資源管理に関する重要事項  

特になし。  
 
別紙３―17 
第１ 水産資源  

ばいがい佐賀県玄海海域 
第２ 資源管理の方向性 

資源水準を現状レベルに維持するため、漁獲努力量を現行の水準以下に維持しつつ、

当面の間、玄海漁協魚市場における年間総漁獲量を 2021～2025 年の平均値（16 トン）

程度で維持することとし、定期的な検証の際に科学的な知見に基づき、本方向性を見

直すこととする。  
第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項  

佐賀県漁業調整規則等の公的規制を遵守するとともに、当該水産資源の採捕をする

者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内

容の改良を促進する。加えて、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源

評価が行えるように努めることとする。  
第４ その他資源管理に関する重要事項  

特になし。  
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全国海区漁業調整委員会連合会（全漁調連） 中央要望活動について 
【中央要望活動の概要】 

・毎年 7 月に実施 
        ・全漁調連の中核的な活動 
        ・要望先：水産庁、国土交通省、外務省 
 

【令和８年度の要望項目】 
・右記の７項目 

 
 
 
 
 

全国の海区委員会からの要望を、趣旨が共通・類似しているもの毎にまとめ、７項目に 
整理。中央から十分な回答や、新たな回答が得られなかったと判断される要望について 
は、次年度も継続して要望。 
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議題 ６



 
令和 8 年(2026 年) 5 月 15 日  

全漁調連総会資料  
 
  

要望書のとりまとめについて（令和９年度要望に向けて） 

 

１ 趣旨  
 
   近年、国への要望書は、項目数が増加し、類似項目の重複などにより構成が複雑に    

なっている。  

   このため、簡潔で整理された要望書とする観点から、令和９年度要望に向けて、要望書

の構成と取りまとめ方法の見直しを進める。  

 
２ 主な課題 （現状認識）  
 
（1） 要望項目の増加と重複  

    項目数の増加※や類似内容の重複等により、分かりにくい構成となっている。  

※ H26（大項目５、総項目３８）→R7（大項目７、総項目６２） 
  

（2） 全漁調連要望としての妥当性  

    要望内容が多岐にわたるため、全漁調連として取り上げる範囲を改めて整理する必要 

  がある。  
 
（3） ブロック段階での整理不足  

    ブロック内で同趣旨の要望が十分に一本化されないまま、ブロックから提案される 

  事例が見られる。  

 
３ 見直しの方向性  
 
 要望書の再構築、内容の整理  

  大項目と下位項目を点検し、要望内容を見直すとともに、重複や並立が生じないよう組み

替える。  
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提出年度別の佐賀県要望事項の内容（全漁調連関係）
R2 R3 R4 R5 R6 R7

１．国際委員会での直近の資源評価結果
を反映した、漁獲枠の速やかな（次期管
理期間での）増枠の実現。

１．
     前年と同じ

１．（前年と同趣旨の要望 ＋）
漁獲枠未利用分の繰越上限の堅
持。

１．
     前年と同じ

１．
   前年と同じ

１．
     前年と同じ

１．
     前年と同じ

２．増枠が承認された場合は、沿岸の零
細な漁船漁業へ優先的に配分。
 配分については、長期的な漁獲実績、
来遊状況、操業特性や漁獲管理の難易度
を配慮。

２．
     前年と同じ

２．
     前年と同じ

２．
     前年と同趣旨

２．
   前年と同じ

２．
     前年と同趣旨

２．
     前年と同趣旨

３．強度な資源管理に取り組む計画の共
済契約者について、より高率の掛金補助
を受けられるように共済制度の仕組みの
見直し。

３．漁業者が安心して資源管理に取
り組めるよう、放流活動、休漁に対
する支援への十分な予算確保。
（＋前年と同趣旨の要望）

３．
     前年と同じ

３．
     前年と同じ

３．
   前年と同じ

３．
     前年と同趣旨

３．
     前年と同趣旨

４．クロマグロ資源の回復によ
る、イカ等の水産資源への影響評
価の実施。

４．
    前年と同趣旨

１．ミニボート利用者の各種安全対策の
徹底を、水産庁及び国土交通省から業界
へ強く働きかけるとともに、購買者等へ
の普及啓発を強化。

１．ミニボート製造業者に対する
JIMA指針検査の受検を義務化。
 利用者については安全講習の受講
の義務化。

１．ミニボートの登録と保険加入
をセットとした制度の創設。

１．
     前年と同じ

１．
   前年と同じ

１．
     前年と同じ

１．
  前年の要望１と２を統合

２．ミニボート利用者への、プレジャー
ボート責任保険への加入の義務付け。ま
た、義務化されるまでの間、加入率向上
を図るための施策の強化。

２．
         前年の要望１．と同じ

２．ミニボートの利用者には安全
講習会の受講を、販売者には購入
者に対し安全講習会の受講を促す
ように強く働きかけること。

２．
     前年と同じ

２．
   前年と同じ

２．
     前年と同じ

２．
   前年の要望３と同趣旨

３．上記１．の検査に合格したミニ
ボートを、日本漁船保険組合の責任
保険の加入対象とすること。

３．
           前年の要望２．と同じ

３．
     前年と同じ

３．
   前年と同じ

３．
     前年と同じ

３．
   前年の要望４と同趣旨

４．国土交通省、水産庁等がより
一層協力しながらの、安全対策上
の制度創設等。

４．
   前年と同じ

４．
     前年と同じ

R1
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別紙様式２ 

 

令和 7年度全国海区漁業調整委員会連合会九州ブロック会議に係る 

提案議題（要望事項） 

 

                  佐賀県連合海区漁業調整委員会  

 

 

提案議題（要望事項・協議事項・照会） 

クロマグロ資源の適正評価及び零細漁業者の経営支援について（案） 

【継続】（一部変更） 

 

 

内容 

本県の延縄、曳き縄釣、一本釣等の漁業者は、クロマグロの漁獲制限が 
開始されて以降、漁獲対象種をブリやサワラ等に転換し、クロマグロを目的
とした操業を自粛することで、配分枠が少ないながらも漁獲可能量の遵守
に努めてきた。 
また、定置網についても近年、クロマグロの入網急増がみられるように 

なってきており、配分枠遵守のための放流作業や混獲回避等の労務負担が
増大し、経営の悪化を招いている。 
さらに、沿岸域におけるクロマグロの回遊行動の変化や、クロマグロの増

加によるイカ等の水産資源への影響を指摘する声が一層強くなっている。 
ついては、クロマグロ資源の適正評価及び零細漁業者の経営支援のため、

次の事項を要望します。 

 

 

１ 直近のデータに基づいた、国際委員会における資源評価結果を反映 

した漁獲枠の増枠を次期管理期間で実現するとともに、漁獲枠未利用分

の繰越上限を堅持すること。 
 
２ 国際委員会で漁獲枠の増枠が承認された際は、沿岸の零細な漁業に 

優先的に配分し、各県や漁業種間で不公平が生じないよう、操業特性や近

年の漁獲実態等を考慮しつつ、大型魚、小型魚ともに、より資源の実状に

あった配分に引き続き努めること。 
 
３ 漁業者が安心して資源管理に取り組めるよう、放流活動、休漁等に対 

する支援への十分な予算の確保や支援制度の拡充を図ること。 
 
４ 沿岸域におけるクロマグロの移動生態調査や、資源の回復による、イカ

等の水産資源への影響評価を行うこと。 
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別紙様式２ 

 

令和 7年度全国海区漁業調整委員会連合会九州ブロック会議に係る 

提案議題（要望事項） 

 

                  佐賀県連合海区漁業調整委員会  

 

 

提案議題（要望事項・協議事項・照会） 

ミニボートによる危険行為の防止について（案） 

【継続】（一部変更） 

 

 

内容 

免許が不要なミニボート（長さ３ｍ未かつ機関出力 1.5kW 未満）は、海上
交通の基本的ルールすら知らない利用者が、耐航性や他船からの視認性が
低いという特性を認識しないまま沖合への出航や夜間航行、船舶の輻輳 
する港の周辺等で遊漁を行うなどし、漁業の操業や漁船の航行に多大な 
支障が生じている。 
海上保安庁が取りまとめたミニボートの事故発生状況をみても、令和に

入ってから毎年１００件以上で推移している。 
このため、全国各地で安全講習会の開催などの安全啓発活動を積極的に

実施されているが、今後も海洋性レジャー人口の増加や、気候変動に伴う 
天候急変による海難事故の増加が懸念されることから、さらなる啓発活動
の徹底と安全対策上の制度創設が必須と認識している。 
ついては、海面における海難事故を防止し、人命の安全を守るため、次の

事項を要望します。 

 

 

１ ミニボートの所有者登録制度を創設し、定期的に安全講習会の受講を

促す、強い働きかけができる体制を構築すること。 
 
２ 衝突事故防止のための目印となる旗やレーダー反射板などの安全装備

を必置するよう、引き続き業界に強く働きかけるとともに、購買者等への普

及啓発を強化すること。 
 
３ 安全対策上の制度創設等にあたっては、国土交通省、水産庁等関係機関

が今後ともより一層緊密に協力しながら行うこと。 

 

103


